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平成十二年法律第八十三号

児童虐待の防止等に口する法律

(目 的)

第一条 この法律は、児童虐待が児童の人権を著しく侵害し、その心身の成長及び人権の形成に■本な形督を与えるととも!=、 妻が目における

将来の世代の育成にも騒倉を及ぼすことにかんがみ、児童に対する虐待の議止、児童虐待の予防及び早期発見その他の児童虐待の防止に関す

る目及び地方公共団体の責務、児童虐待を受けた児童の保醸及び自立の支援のための措置等を定めることにより、児童虐待の防止等に関する

れ策を促通し。もつて児童の権利利益の構産に資することを目的とする。

(児童蔵待の定4)
第二条 この法律において、「児童虐待Jと は、保護者 (■権を行う者、未蔵年後二人その他の者で、児童を■に監藤するものという。以下同

じ。)がその監離する児童 (十八とに消たない者という。以下同じ。)について行う次に掲げる行れをいう。
一 児童の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある尋行を加えること。
二 児童にわいせつな行れをすること又は児童をしてわいせつな行れをさせること。

三 児童の心身の正常な発とを妨げるような著しい誠食又は長時間の放置、保康者以外の同居人による前二号又は次号に偶げる行れと同様の

行れの放置その他の保慶者としての監度を著しくなること。

四 児童に対する著しい尋言又は著しく拒絶的な対応、児童が同居する家慶における配働者に対する尋力 (】儡者 (婚姻の届山をしていない

が、事実上

"姻
劇係と同様の事情にある者を含む。)の身体に対する不法な攻撃であつて生命又は身体に危害を及l譲すもの及びこれに隼ず

る心うに有害な影響を及ぼす言nをいう。第十六条において同じ。)その他の児童に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。

(児童に対する虚待の禁止)

第二条 何人も、児童に対し、虐待をしてはならない。

(日及び地方公共団体の責務等)

第四条 目及び地方公共団体は、児童虐待の予防及び早期発見、迅速かつ道切な児童虐待を受けた児童の保慶及び自立の支援 (児童慮待を受け

た後十八ととなつた者に対する自立の支援を含む。第二項及び次彙第二項において同じa)並びに児童虐待を行つた保離者に対する寝子の再

繊合の促違への■慮その他の児童虐待を受けた児童が窯庭 (家臨における養育環境と同様の養育環境及び良好な家庭的環境を含む。)で生活

するために必要な配慮をしたね切な指導及び支援を行うため、関係省庁相互間その他関係機関及び民間団体の間の連携の強化、民間団体の支

援、医歳の提供体日の整備その他児■虚待の防止等のために必要な体日の豊情に努めなければならない。

2 目及び地方公共団体は、児童相議所等口係橙日の職員及び学校の牧■員、児童福社協設の職員、医師、歯科医師t保健師、動産師、■醸

師、弁離士その他児童の福社に職務上田係のある者が児童虐待を早期に発見し.その他児童虐待の防止に寄与することができるよう。研修等

必要な構置をBするものとする。

3 日及び地方公共団体は、児童虐待を受けた児童の保護及び自立の支援を専同的知隣にとづき適切に行うことができるよう、児童相議所等田

係機日の職員、学校の牧職員、児童福祉歯設のB員その他児童虚待を受けた児童の保監及び自立の支援のB務に協わる者の人材の確保及び資

資の向上を口るため、研修等必要な措置を隣するものとする。

4 国及び地方公共団体は.児童虐特の防止に資するため、児童の人権、児童虐待が児童にればす影書、児童虐待に係る五告4務等について必

要な広報その他の暮発活動に努めなければならない。

5 日及び地方公共同体はも児童慮待を受けた児童がその心身に著しくH大な被害を受けた事例の分析を行うとともに、児童注待の予防及び早

期発見のための方策、児童虐待を受けた児童のケア土びに児童虐待を行つた保康者の指導及び支猥のあり方、学校の数職員及び児童福社施設

の職Rが児童遭待の防止に果たすべき役割その他児童嵐待の防止等のために必要な事項についての日と研究及び検置を行うものとする。

6 児童の襲格を行う者は、児童を心身ともに機やかに育成することについて第一樹的責任を有するものであつて、■権を行うに当たつては、

できる限り児童の利とを尊重するよう努めなければならない。

7 何人もこ児童の偉全な成長のために、窯臨 (窯庭における養育環境と同様の養育環境及び良好な忠畠的環境を含む。)及び近瞬社会の連帯

が求められていることに口なしなければならない。

(児童虐待の早期発見等)

第二崇 学校、児童福社施設Ⅲ常騰その他児童の福社に皐務上関係のある団体及び学校の数職員、児童福社施設の職員.医師、日科医師、保健

師、助庄郎、■議師も弁護士その他児童の福社に職務上関係のある者は、児童虐待を発見しやすい立場にあることを自党し、児童虐待の早期

発見に努めなければならない。

2 前項に規定する者は、児童虐待の予防その他の児童虐待の防止並びに児童虐待を受けた児童の保護及び自立の支援に関する目及び地方公共

団体のね策に協力するよう努めなけれはならない。

3 学校及び児童福社施設は、児童及び保離者に対して、児童嵐侍の防上のための牧育又は啓発に努めなければならない。

(児童虐特に係る通告)

第六条 児童虐待を受けたと思われる児童を発見した者は,違やかに、これを市町村、

“

道府県の段置する福社事務所若しくは児童相讚所又は

児童委員を介して市町村、

“

道府県の設置する福社事務所若しくは児童相嵌所に通告しなけれはならない。

2 前項の規定による通告は、呻     《昭和三十二年法律第百六十四号)勢二十二条勢―互の規定による通告とみなして、口法の胴淀を適

用する。

3 凪法 (明治四十年法律第四十二号)の秘密渭示罪の規定その他の中秘嘔務に関する法律の規定は、第―項の規定による通告をする義務の連

守を妨げるものと解釈してはならない。

第七条 市町村て魯道府屎の設置する福社事務所又は児童相談所が前祭第一項の規定による通告書受けた場合においてはこ当酸通告を受けた市

町村、都道府県の設置する福社事務所又は児童相僚所の所長、所員その他の職員及び当酸通告を仲介した児童委員はヽその職務上知り得た事

項であつて当麟通告をした者を特定させるものを澤らしてはならない。

(通告又は送数を受けた場合の構■)

第八条 市町村又は部道府県の設置する福社事務所が第六条第一項の嬢定による遍告を受けたときは、市町村又は福柱事務所の長は、必要に廊

じ近碑住民、学校の牧職員、児童福社施設の職員その他の者の協力を得つつ、当酸児童との面会その他の当陰児童の安全の確隠を行うための

措置をBずるとともに、必要に応じ次に掲げる措置を保るものとする。

一 児童福社送第二十五条の七第一塩第―号若しくは第二項第―号又は勢二十五条の人勢一号の耀定により当麟児童を児童相険所に送数する

こと。

三 当酸児童のうち次条第一環の規定による山頭の求め及び田と若しくはH間、第九条第一頭の掘定による立入り及び憫と若しくは責間又は

児童福社送勢三十三条鱒―H若 しくは第二項の経定による―時保慶の実施が適当であるとBめるものを与道府県知事又は児童相讚所長へ通

知すること。
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2 児童相臓所が第六条第一項の規定による通告又:刊回Ш岡出因塵≧土邑飽Ω圭堕工雲室=畳
若しくは第二項第―号者しくは第二十五条のA第

…号の規定による送歌を受けたときは、児童相践所長は、必要に応じ近隣住民等学校の教職員、児童福社協段の職員その他の者の協力を得つ

つ、当麟児童との面会その他の当臓児童の安全の確Bを行うための構置を占ずるとともに、必要に応じ次に掲げる措置を採るものとする。

一 口昔たと韓竺=+〓と笛一Eの経定により当麟児童の―時保離を行い、又は適当な者に曇託して、当臓一時保康を行わせること。

三                 の規定により当議児童のうち常大魚鱒―夏の規定による通告を受けたものを市町村に送数すること。

三 当陰児童のうち児童幅社送第二十五条の人第三丹に競定する保育の利用等 (以下この号において「保育の利用等Jと いう。)が菫当であ

るとBめるものをその保育の利用等に係る

“

道府県又は市町■の長へ報告し、又は通知すること。

四 当隣児童のうち             に規定する放際俊児童但全育成串素、同条第二垣に掘定する子育て短翔烹撮事果も同条勢五

Дに規定する養育支猥防同事業、同条第大垣に嬢定する地増子育て支猥拠点事業、同条毎十日Hに規定する子育て援助活動支援事祟、子ど

も・子育て支援法 (平成二十四年法律第六十五号)第二十九条第一号に掲げる事業その他市町村が奥協する児童の機全な育成に資する事素

の実施が連当であるとBめるものをその事素の実れに係る市町村の長へ通知すること。

3 前二項の児童の安全の確認を行うための指■、市町村者しくは児童相蹟所への送数又は―時保置を行う者は、速やかにこれを行うものとす

る。

(出頭要求等)

第八索の二 部道府県知事は、児童虐待が行われているおそれがあるとBめるときは、当麟児童の保臣者に対し、当麟児童を同伴して山田す

ることを求め、児童委員又は児童の福社に口する事務に従事する職員をして、必要な田と又は■間をさせることができる。この場合において

は、その身分を置明する圧票を悌帯させ、日係者のB求があつたときはもこれを提示させなければならない。

2 

“

道府県知事は、前項の規定により当酸児Hの保康者の出騒を求めようとするときは、厚生労働省令で定めるところによりⅢ当敵保護者に

対し、出頭を求める理由となうた事実の内暮、山頭を求める同時及び場所、同伴すべき児童の氏名その他必要な事項を

“

贈した書面により告

知しなければならない。

3 毎道府県知事はも第一項の保腹者が同項の掘定による出頭の求めに応じない場合は、次条第一項の堀定による児童委員又は児童の福社に田

する事務に従事する職員の立入り及び日と又は■岡その他のあ裏な措置をBするものとする。

(立入田空等)

第九崇 Ⅲ道府県知事は、児童菫侍が行われているおそれがあるとBめるときは、児童委員又lよ児童の福社に関する事務に従事する職員をし

て、児童の住所又は居所に立ち入り、必要な嗣と又はH間をさせることができる。この場合においては、その身分を置明する阻票を協帯き

せ、日係者の請求があつたときは、これを提示させなければならない。

2 前項の屈定による児童委員又は児童の福社に田する事務に牲事する職員の立入り及び日と又はH間は、          の撫定による

児童晏員又は児童の幅社に田する事務に従事する職員の立入り及び日と又はH間とみなして、同法勢大キー員の五の規定書造用する。

(再山頭要求等)

第九条の三 都道府暴知事は、第八条の二常―項の保厳者又は前彙第一項の児童の保護者が正当な理由なく同現の規定による児■雲員又は児

童の福社に■する事務に従事する朧員の立入り又は日とを拒み、妨げ、又は屋とした場合において、児童虐待が行われているおそれがあると

Bめるときは、当険保護者に対し、当麟児童を同伴して山頭することを求め、児童委員又は児童の福社に田する事務に従事する職員をして、

必要な瞬と又はH間をさせることができる。この増合においてはもその身分を正明する置黒を携帯させ、日係者の常求があつたときは、これ

を提示させなければならない。

2 第八条の三第二項の規定は、前項の規定による山頭の求めについて準用する。

(臨検、観素等)

第九条の三 Ⅲ道府県知事は、第八条の二第一項の保離者又は第九崇第一項の児童の保障者が正当な理由なく同項の規定による児童妻員又は

児童の福社に関する事務に生事するL員の立入り又は日とを拒み、妨げ、又はユ避した場合において、児童虐待が行われている疑いがあると

きは、当腺児童の安全の確Bを行いもェはその安全を確保するため、、児tの福社に関する事務に控事する職員をして、当隣児童の住所又は居

所の所在地を管構する地方麟出所、家虐繊判所又は簡覇歳羽所の議壻官があらかじめ発する卜可状により、当麟児童の住所着しくは居所に臨

検させ、又は当麟児童を捜素させることができる。

2 3道府県知事は、前項の服定による臨検又は換素をさせるときは、児童の福社に関する事務に従事する職員をして、必要な田と又はH間を

させることができる。

3 

“

道府県知事は、第一項の酢可状 (以下「許可状Jという。)を隣求する場合においては、児童嵐待が行われている疑いがあるとBめ られ

る資料、臨検させようとする住所又は居所に当敵児童用 在するとBめられる資料及び当敵児童の保臨者が第九条第一環の規定による立入り

又は調とを拒み、妨げ、又は屋選したことを正する資料を提出しなければならない。

4 前項の購求があつた場合においては、地方歳出所、家嵐歳囀所又は簡層繊壻所の議羽官は、臨検すべき場所又は観案すべき児童の氏名並び

に有効期間、その期間経過後は執行に着手することができずこれを通通しなければならない旨、交付の年月日及び錢壻所名を■載しも自己の

風名押印した酢可状を導道府県知事に変付しなければならない。

5 Ⅲ道府県知事は、許可状を児童の福牲に田する事務に従事する職員に変付して、第―項の嬢定による臨検又は観案をさせるものとする。

6 第T項の服定による臨検又は観案に係る

“

度は、児童虐待が保護者がその監離する児童に対して行うものであるために他人からB知される

こと及び児童がその牧害から自ら通れることが困難である等の特別の事情から児童の生命又は身体にH大な危険を生じさせるおそれがあるこ

とにかんがみ特に設けられたものであることを十分に踏まえた上で、道切に運用されなければならない。

(臨検又は捜案の夜岡犠行の日瞑)

第九条の口 前条第一項の規定による臨検又は観案は、許可状に夜間でもすることができる旨のB重がなければ、日激から日の出までの間に

は、してはならない。

2 日没前に開始した前崇第一環の規定による出検又は捜業は、必要があるとBめるときは、口没後まで緯儀することができる。

(許可状の提示)

第九条の五 第九条の三第一項の規定による臨検又は捜素の件可状は、これらの処分を受ける者に提示しなければならない。

(身分の正明)

第九条の六 児童の福社に田する事務に従事する職員は、第九条の三第一項の畑鷹による臨検若しくは捜索又は同条第二現の経定による日と

若しくはH間 (以下「臨検等Jと いう。)をするときは、その身分を示す工票を携帯し、日係者の購求があつたときは、これを撮示しなけれ

ばならない。            |
(臨検又は侵案に際しての必要な処分)

第九条の七 児童の福社に目する事務に従事する職員は、第九条の三第一環の経定による臨検又は観案をするに当たつて必要があるときは、

館をはずし、その他必要な処分をすることができる。

(臨検等をする間の出入りの業上)

第九条の′ヽ 児童の福社に日する事務に生事する職員は、臨検博をする間は、何人に対しても、許可を受けないでその場所に出入りすること

を業上することができる。
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(責任者等の立会い)

第九条の九 児童の福社に関する事務に従事する‖員は、第九条の三第一項の規定による臨検又は観案をするときは、当酸児童の住所若しく
は居所の所有著者しくは管理者 (これらの者の代表者、代理人その他これらの者に代わるべき者を含む。)又は同居の襲族で威年にとした者
を立ち会わせなければならない。

2 前項の場合において、同項に損定する者を立ち会わせることができないときは、その眸人で威年に違した者又はその地の地方公共同体の職
員を立ち会わせなければならない。

(警車署長に対する援助晏睛等)

第十条 児童相臓所長は、第八条第二項の児童の安全の強置を行おうとする場合、又は同頂第一号の―時保度を行おうとし、若しくは行わせよ

うとする場合において、これらの幅 の執行に朦し必要があるとBめるときは、当麟児童の住所又は居所の所在地を曽構する警察署長に対し

援助を求めることができる。魯遭府県知事が、第九条第一項の規定による立入り及び旧査若しくは買間をさせ、又は臨検等をさせようとする

場合についても、同様とする。

2 児童相馘所長又は3道府県知事は、児童の安全の強隠及び安全の確保に万全を翔する儡点から、必要に応じ迅選かつ遭切に、前項の嬢定に

より書黎署長に対し援助を求めなければならない。

3 警察署長は、第…項の規定による援助の求めを受けた場合において、児童の生命又は身体の安全を確Bし、又は確保するため必要とBめる
ときは、速やかに、所呂の書車官に、同項の出務の執行を優動するために必要な― ― 雌  (昭和三十三年法律第百三十六号)その他
の法令のためるところによる措置を博じさせるよう努めなければならない。

(B書 )

第十条の二 児童の福社に関する事務に従事するれ員は、第九条の三第―項の理症による臨検又は捜案をしたときは、これらの処分をした年
月口及びその結果をB増 した田書を作成し、立会人に示し、当麟立会人とともにこれに署名押印しなければならない。ただし、立会人が署名
押印をせず、又は署名押印することができないときは、その旨を付口すれば足りる。

(魯道府県知事への報告)

第十条の三 児童の福社に口する事務に生事する職員は、臨検等を終えたときは、その結果を

“

道府県知事に報告しなければならない。
(行政手構法の適用除外)

第十条の口 臨検等に係る処分については、行取手横法 (平成二年法律第八十八号)第二章の嬢定は、適用しない。

(審査腑求の日配》

第十条の五 臨検常に係る処分については、審査請求をすることができない。

(行取事件訴酸の日限)

第十彙の六 臨検常に係る基分については、
―

躇雌  (昭和三十七年法伸第百二十九号)0三十七条の四の規定による差止めの訴えを

提起することができない。

(児童虐待を行うた保護者!i対する指導等)

第十一条 児童虐待を行つた保醸者について                の加定により行われる指導は、れ子の再儀合への配慮その他の

児童慮待を受けた児童が家庭 (家庭における妻育環境と同様の養育環境及び良好な家盛的環境を含む。)で生活するために必要な配慮の下に
適切に行われなければならない。

2 児童虐待を行つた保護者について                の構置が採られた場合においては、当触保臓者は、同号の指導を受け
なければならない。

3 前項の場合において保離者が同項の指導を受けないときは、魯道府県知事は、当麟保護者に対し、同項の指導を受けるよう働告することが
できる。

4 Ⅲ道府県知事は、前項の服定による働告を受けた保慶者が当陰働告に健わない場合において必要があると置めるときは、

―

三土
三条勢三夏の理定により児童相讚所長をして児童虐待を受けた児童の一時保臓を行わせ、又は適当な者に当臓一時保醸を行うことを晏託き
せ、              又は勢二十人条勢―頂の経定による措置を採る等の必要な措置を路するものとする。

5 児童相讚所長は、第二項の服定による働告を受けた保慶者が当敵働告に生わず、その生慶する児童に対しれ権を行わせることが著しく当瞭
児童の福社を害する場合には、必要に応じて、お切に、児童櫃社法第二十三員の七の規定による隣求を行うものとする。
(面会等の日限等)

第十二条 児童虐待を受けた児童について児童福社法第二十七条第一瑾第二号の措置 く以下「施設入所等の措置Jと いう。)が採られ、文lよ回
法第二十三条第一項若しくは第二項の経定による一時保護が行われた場合において、児童虐待の防止及び児童虐待を受けた児童の保離のため

必要があるとBめるときは、児童相臓所長及び当酸児童について施設入所等の構置が採られている場合における当隣施設入所等の構■に係る
同号に規定する施設の長は、厚生労働省令で定めるところにより、当散児童虐侍を行つた保護者について、次に■げる行うの全部又は二部を
日限することができる。
― 当臓児童との面白

二 当麟児童との通信

2 前項の垣設の長は、同項の規定による日眼を行つた場合又は行わなくなつた場合は、その旨を児童福蹟所長に通知するものとする.

3 児童虐待を受けた児童について施設入所等の構置           の経定によるものに限る。)が採られ、又は同法第二十三条勢―

亘若しくは第二項の規定による一時保護が行われた場合において、当厳児童H待を行つた保護者に対し当敵児童の住所又は居所を明らかにし
たとすれば、当臓保離者が当酸児童を通れ風すおそれがある等再び児童虐待が行われるおそれがあり、又は当麟児童の保醸に支障をきたすと

Bめるときは、児童相讚所長は、当麟保護者に対し、当麟児童の住所スは居所を明らかにしないものとする。

第十二条の工 児童虐待を受けた児童について施設八所等の措置 く          の経定によるものを除く。以下この項において同
じ。)が採られた場合においても当触児童虐待を行つた保慶者に当臓児童を引き嵐した場合には再び児童虐待が行われるおそれがあるとBめ
られるにもかかわらず、当融保康者が当険児童の引渡しを求めること、当麟保臨者が前条第一項の規定による日限に従わないことその他の事
情から当触児童について当議施設八所等の構■を採ることが当敵保醸者の■に反しもこれを軽議することが口難であるとBめるときは.児童

相蹟所長はこ次項の報告を行うに至るまでも同法笛三十三条勢―互の経定により当敵児童の一時保盛を行いも又はと当な者に委託して、当敵
一時保腹を行わせることができる。

2 児童相嵌所長は、前項の一時保慶を行つた、又は行わせた場合には、速やかに、児童福社送勢二+大条勢―瑾第一号の規定に基づき、口送
第二十八条の堀定による施設入所等の構置を要する旨を

“

道府県知事に報告しなければならない。

第十二条の三 児童相讚所長は、暉書超掛姜笛=+=と営―Eの経たによりⅢ児童虐待を受けた児童について一時保厳を行つている、又はね

当な者に委託して、一時保離を行わせている場合 《前条第―項の一時保議を行つている、又は行わせている場合を除く。)において、当戯児

■について施設入所等の構置を要するとBめるときであつて、当触児童虐待を行つた保離者に当触児童を引き議した場合には再び児童虐待が

行われるおそれがあるとBめ られるにもかかわらず、当獣保麟者が当散児童の引演しを求めること、当麟保康者が第十二条第一項の服定によ

る日限に従わないことその他の事情から当酸児童について祐段入所等の構置を採ることが当歓保護者のなに反するとBめるときは、遠やか
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・に、同送笛二+大条勢―互勢―丹の経定に基づき、同法第二十八条の規定による施設入所等の措置を要する旨を3道府県知事に報告しなけれ

ばならない。

第十二条の口 Ⅲ道府黒知事又は児童相讚所長は、児童慮待を受けた児童について施設入所等の構Eが採られ、又は児童福社法第二十三条勢

―H着しくは第二項の経定による一時保醸が行われ〔かつ、第十三条第―項の規定により、当歓児童虐待を行つた保康者について、同項各号

に掲げる行れの全部が日限されている場合において、児童嵐待の防止及び児童虚待を受けた児童の保瞳のため特に必要があるとBめるとき

は、厚生労働省令で定めるところにより、六月を超えない翔間を定めて、当麟保臓者に対し、当隣児童の住所若しくは居所、柱学する学校そ

の他の場所において当散児童の身辺につきまとい、又は当陰児童の住所者しくは居所、班学する学校その他その通常所在する場所 (通学路そ

の他の当麟児童が日常生活又は社会生活を営むために通常移励する経路を含む。)の付近をはいかいしてはならないことを命することができ

る。

2 魯道府県知事又は児童相臓所長ば、前項に耀定する場合において、引き構き児童虐待の防止及び児童虐待を受けた児童の保醸のため特に必

要があるとBめるときは、六月を超えない期間を定めて、同環の規定による命令に係る期間を夏新することができる。

3 魯道府県知事又lよ児童相讚所長は、第一項の経定による命令をしようとするとき (前項の経定により第―項の経定による命令に係る期間を

更新しようとするときを含む。)は、行取手横法第十三条第一項のれ定による意見瞭述のための手横の区分にかかわらず、聴間を行わなけれ

iよならない。

4 第一項の服定による命令をするとき (第二項の規定により第一項の掘定による命令に係る期間を更新するときを含む。)は、厚生労働省令

で定める事項を

“

載した命令書を変付しなければならない。

5 第工項の耀定による命令が見せられた後に垣投入所等の指置が解除され。停止され、若しくは他の構置に査更された場合、弾

十三条第…互若しくは第二項の規定による―時保慶が解除された場合又は塩土塁と室=Л
の経定による日眼の全

“

若しくは一部が行われなく

なった場合は、当散命令は、その効力を失う。同送傭二十人条勢三頭の温定により引き儀きれ撤入所等の捨置が採られ、又は風法塩塁土三豊

鱒六垣の経たにより引き横き一時保盛が行われている渦合において、第一項の規定による命令が発せられたときであつて、当隣命令に係る期

間が経過する前に同法室二土△螢室二重の規定による当陰協破八所等の措置の翔間の夏新に係る承Bの申立てに対する春羽又は同法箆三土塁

条第二重本文の経たによる引き儀いての一時保護に係る永Bの申立てに対する審窮が確定したときも、同様とする。
6 都道府県知事又は児童相蹟所長は、第一項の規定による命令をした場合において、その必要がなくなつたとBめるときは、厚生労働省令で

ためるところにより、その命令を取り消きなければならない。

(協段入所等の構置の解除等)

第十三条 
“

道府県知事は、児童虐待を受けた児童について協撤入所等の構Eが採られ、及び当讚児童の保瞳者について

“

―H勢三号の構置が採られた場合において、当麟児童について採られた協設八所等の構置を解除しようとするときは、当触児童の保離者に

ついて同号の指導を行うこととされた児童福社司等の意見をHく とともに、当酸児童の保醸者に対し採られた当敵指導の効果、当麟男■に対

し再び児童虐待が行われることを予防するために採られる措置について見込まれる効果その他厚生労働省令で定める事項を出泰しなければな

らない。

2 毎道府県知事は、児童虐待を受けた児童について施設入所等の指■が採られ、又              の規定による一時保藤が行

われた場合において、当酸児童について採られた施設入所等の構E又は行われた一時保離を解除するときは、当麟児童の保慶者に対し、れ子

の再柱合の促逸その他の児童慮待を受けた児童が家底で生活することを支援するために必要な助言を行うことができる。

3 与道府県知事は、前項の駒言に係る事務の全部叉は一部を厚生労働省令で定める者に奎託することができる。

4 前項の規定により行われる助言に係る事務に従事する者又は従事していた者は、その事務に関して知り得た秘密を用らしてはならない。

(施設入所等の措置の解除時の安全確B等 )

第十三条の二 部道府県は、児童嵐待を受けた児童について施設入所等の構Eが保られ、又は里H側出圏也≧上三負箆二重の規定による―時

保離が行われた場合において、当触児童について採られたね骰入所等の構置若しくは行われた一時保離を解除するとき又は当険児童が一時的

に爆宅するときは、必要とBめる期間、市町村、児童福社亀設その他の日係機関との緊密な連携を国りつつ、当麟児童の家庭書擦横的に防岡

することにより当麟児童の安全の確Bを行うとともに、当融児童の保慶者からの相蹟に応じ、当麟児童の養育に口する指導こ助言その他の必

要な支援を行うものとする。

(児童H待を受けた児童等に対する支援)

第十三条の三 市町村は、子ども・子古て支援送朗二十七員勢―頭に規定する特定数育・保育施設 く次項において「特定数育・保育施設」と

いう。)又は同法第四十三条第二項に規定する幣定ね墳聖保育事業 (次頑において『特定珀増翌保育事集Jと いう。)の利用について、口送

第四十二条笛―垣者しくは笙二土皿亀筑
=顔

の服定により相蹟、助言若しくはあつせん若しくは要請を行う場合又は児童福社法第二十日条第

二項の経定により旧豊者しくは要路を行う場合には、児童虐待の防止に寄与するため、特閉の支援を要する憲底の福社に配慮をしなければな

らない。

2 特定象育・保育協設の設置者又は子ども・子育て支援法第二十九条第…頭に規定する特定亀増型保育事業者は、同羞勢三十三条鱒二項又は

常四十三条第二項の規定により当臓特定数育・保育協段を利用する児童 (回送第十九条第一項第二号又は第二号に麟当する児童に猥る。以下

この項において同じ。)又は当敵特定地墳型保育事業者に係る特定地増聖保育事集を利用する児童を選考するときは、児童虐待の防止に寄与

するため、特別の支援を要する忠産の福社に配慮をしなけれはならない。

3 目及び地方公共団体は、児童慮待を曼けた児童がその年齢及び協力に応じ充分な牧育が受けられるようにするため、牧育の内害及び方法の

改善及び充実を目る等必要なれ策をBじなければならない。

4 目及び地方公共同体は、層住の増所の確保、違学ヌl競素の支援その他の児童虐待を受けた者の自立の支援のための協策をBじなければな

らない。

(資料又は情報の提供)

第十三条の四 地方公共団体の機関及び構隣もい颯所、児童福社協骰、学鞍その他児童の医農、福社又は牧育に関係する機関 (地方公共団体

の機関を除く。)並びに医師、山科医陣、保偉師、助産伸年■離師、児童福社施骰の職員、学校の数‖員その他児童の医療、福社又は教育に

関連する職務に生事する者は、市町村長も

“

道府県の設置する福牲事務所の長又は児童相臓所長から児童嵐待に係る児童又はその保臨者の心

身の状況、これらの者の■かれている環境その他児童虐待の防止等に係る当酸児童、その保離者その他の日係者に田する資料又は情報の経供

を求められたときは、当麟資料又は情報について、当険市町村長、都道府界の設置する福社事務所の長又は児童相讚所長が児童虐待の防止等

に関する事務又は業務のと行に必要な眼慶で利用し、かつ、利用することに相当の理由があるときは、これを提供することができる。ただ

し、当戯資料又は情報を提供することによつて、当酸資料又は情報に係る児童、その保護者その他の関係者又は第二者の構剰利生を不当に侵

害するおそれがあるとBめ られるときは、この限りでない。

(Ⅲ道府屎児童福社客鵬会等への報告)

第十三彙の五 
“

滋府県知事は、            に経定する

“

道府県児童福社審鵬会 (同条勢―Hただし書に規定するⅢ道府県に

あつては、地方社会福社審協会)に、勢九条勢―夏の規定による立入り及び調査又は質問、臨検等並びに児童虐待を受けた児童に行われた目

法勢三十三条第一頭又は第二項の規定による一時保離の実監状況、児童の心身に著しく二大な牧害を及ぼした児童虐待の事例その他の厚生労

働令令でためる事項を報告しなければならない。
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(担権の行使に関する配慮等)

第十日条 児童の狼権を行う者は、児童のしつけに朦して、民法 (明治二十九年法律第八十九号)第八百三十条の旗定による監離及び教育にあ

要な範囲を超えて当麟児童を患成してはならず、当隣児童の根権の道切な行使に配慮しなければならない。

2 児童の■権を行う者は、児童虐待に係る尋行罪、傷害罪その他の狙罪について、当麟児童の■権を行う者であることを理由として、その責

めを免れることはない。

(■機の長失の日度の道切な運用)

第十五条 民送に損定する襲権の長失の日度は、児童虐待の防止及び児童虐待を受けた児童の保臓の,点からも、道切に運用されなければなら

ない。

(正長者等の特例)

第十六条 児童福社法勢三十―条第四Hに規定するこ長者 (以下この条において『電長者Jと いう。)、 こ長者の■権を行う者、未成年後見人

その他の者で、延長者を理に監離する者 (以下この項において『五長者の監護者Jと いう。)及びほ長者の監護者がその監離するほ長者につ

いて行う次に掲げる行う (以下この項において「彊長者虐待Jと いう。)については、工長者を児童と、猛長者の監護者を保離者と、工長者

虐待を見
=虐

待と、同送勢三十一条勢二頃から第四項までの畑庭による構量を同            から第二号まで又は第二項の嬢定

による措置とみなして、第十一条第一項から第二項まで及び第二項、第十三条の口並びに第十三条第一夏の規定書適用する。

― に長者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある尋行を加えること。

三 二長者にわいせうな行れをすること又はほ長者をしてわいせうな行為をさせること。

三 延長者の心身の正常な発違を妨げるような著しい誠食又は長時間の放置、延長者の監護者以外の同居人による前二号又は次号に掲げる行

らと同様の行らの放置その他の彊長者の監醸者としての監議を著しくなること。

四 彊長者に対する著しい尋言又は著しく拒他的な対応、工長者が同居する家庭における配働者に対する尋力その他のほ長者に若しい心理的

外傷を与える宮出を行うこと。

2 五長者又は児童福社法第二十三条第十項に服定する保慶正長者 (以下この頂において「廷長者等Jと いう。)、 ほ長者等の観権を行う者、

未成年後見人その他の者で、延長者等を理に監離する者 (以下この項において「工長者等の監臨者Jと いう。)及び延長者等の監護者がその

監離する猛長者等について行う次に掲げる行為 (以下こ,の項において「彊長者等虐待Jと いう。)については、ほ長者等を児童と、建長者等

の監臨者を保離者と、通長者等嵐待を児童虐待と、同送第二十一条第二Hから第四項までの嬢定による措置を同法第二十七条第一項第一号か

ら第三号まで二は第二項の経定による措置と.同法室三土二生室△Дから第十一頂までの規定による一時保護を同条第一頂又は第二項の経定

による―時保離とみなして、第十一員第四垣、第十二条から第十二条の三まで、第十三条勢二瑾から第四項まで、第十三条の二、第十三条の

四及び第十三条の五の規定を適用する。

一 正長者等の身体に外毎が生じ、又は生じるおそれのある尋行を加えること。

三 正長者等にわいせつな行れをすること又は彊長者等をしてわいせつな行れをさせること。

三 延長者等の心身の正常な発違を妨げるような著しい誠食又は長時間の放置、ほ長者等の監離者以外の同居人による前二号又は次号に掲げ

る行為と同様の行れの故Eその他のほ長者等の監醸着としての監置を著しくなること。

四 彊長者学に対する著しい尋言又は奢しく拒他的な対応、工長者等が同居する窯庭における配儡者に対する尋力その他のI長者等に著しい

心理的外毎を与える言動を行うこと。

(大Ⅲ市等の特朝 )

第十七条 この法律中喜道府県が処理することとされている事務で政令で定めるものは、触班Ё造送 (昭和三十二年法構 六十七号)第二百五

十三条の十九勢―項の指定都市 (以下「指定喜市Jと いう。)及び同送第二百五十二条の二+二笛―夏の中独市 《以下「中犠市」という。)

並びに児童福社送鱒五十九条の四第一頂に経定する児童相麟所設置市においては、政令で定めるところにより、指定都市若しくは中犠市又は

児童相臓所設置市 (以下「指定喜市等Jと いう。)が処理するものとする。この場合においては、この法律中

“

道府県に関する嬢定は、指定

喜市等に関する掘定として指定毎市等に適用があるものとする。

(H則 )

第十′ヽ条 第十二条の四第一項 (第十六条第二項の屈定によりみなして適用する場合を含む。以下この条において同じ。)の経定による命令

(第十二条の四第二項 (第十六条第―項の服定によりみなして適用する場合を含む。)の経定により第十二条の四第…項の規定による命令に

係る期岡が夏新された場合における当散命令を含む。)に違反した者は、一年以下の機役又は百万円以下のコ全に処する。

第十九条 第十三条第四項 (第十六条第二項の屈たによりみなして適用する場合を含む。)の服定に通反した者は、一年以下の患役又は二十万

円以下のコ金に処する。

附 則 抄

(祐行期日)

第一条 この法律は、公布の日から選算して六月を超えない範田内において政令で定める日から施行する。

(検討)

第二条 児童嵐待の防止等のための日度については、この法律の施行後三年を目造として、この法律の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、

その結果に基づいて必要な措置が隣ぜられるものとする。

附 則  (平成―三年―二月―ニロ法律第一五三号)抄
く施行期日)

第―条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日かられ行する。

(処分、手横等に日する経過措置)

第四十二条 この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律 (これに基づく命令を含む。以下この条において同じ。)の規定によつてした処

分、手横その他の行為であつて、改正後のそれぞれの法律の規定に相当の規定があるものは、この附則に朋段のためがあるものを除き、改正

機のそれぞれの法律の相当の規定によってしたものとみなす。

(m則に日する経過措置)

第四十三条 この法律の垣行前にした行為及びこの附員llの規定によりなお隻前の例によることとされる看合におけるこの法律のL行後にした

行為に対する罰則の適用については、なお健前の例による。

(経過措置の政令への委任)

第四十四崇 この附則に規定するもののほかiこ の法律の協行に関し必要な経過措置は、政令で定める。

附 則  (平成―五年七月一六日法律第一ニー号) 抄

(歯行期日)

第一崇 この法律は、平成十七年四月一日かられ行する。

附 則  (平成一六年四月一四口法律第二〇号) 抄

(施行期日)
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第一崇 この法律は、平成十六年十月一日かられ行する。ただし、第二祭の規定は児童福社法の一部を改正する法律 (平成十六年法律第百五十

=号)附則第一条第二号に掲げる規定の燃行の日から、酷則第二条の損定は同法の施行の日から協行する。

(検討)

第二条 児童虐侍の防止等に関する日産に田しては、この法律の祐行俊三年以内に、児童の住所又は居所における児童の安全の機B又は安全の

確保を実鶏的に行うための方策、襲権の長失等の日度のあり方その他必要な事項について、この法律による改正後の児童虐待の防止等に関す

る法律のれ行状況等を由案し、検討が加えられ、その結果に基づいて顔 な措置がHぜられるものとする。
.附 用  (平成一六年一二月三日法律第一三三号)抄

(協行翔口)

第一条 この法律は、平成十七年一月一日からね行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当麟各号に定める口かられ行する。

―・二 略

三 第二条 《次号に掲げる改正規定を除く。)とびに附則第二条、第四条.第六条ユび第十条 (攻号に掲げる改正掘定を除く。)の胴庭 平

成十七年四月一日

口 第二集中児童福社法第五十九条の四の改正規定及び附則第十条中児童虐待の防止等に田する法律 《平成十二年法律第八十三号)第十六条

の改正規定 平成十八年四月―ロ

附 則  (平成―七年一一月七日法律第一三三号)抄
(協行期日)

第一条 この法律は、平成十八年四月一日から垣行する。ただし、次の各号に掲げる損定は、当讚各号に定める日かられ行する。

一 附用第二十四条、第四十四条、第百―条、第百三条、第百十六条から第百十八条まで凛び第百三十二条の規定 公布のロ

ニ 第二条第一項 (居宅介離、行動観慶、児童デイサービス、短期入所及び共同生活観助に係る部分を除く。)、 第二環、第二項、第六項、

第九項から第十五項までも第十七項及び第十九項から第二十二項まで、第二章第一節 (サービス利用計■作成貴、特定障害者特別恰付費、

特例警定障害者特朋綸付貴、歳登介離医藤貴、基準隣当艘養分離E藤貴及び補装具貴の支常に係る部分に限る。)、 第二十八条第工項 (第

二号、第四号、第二号及び第A号から第十号までに係る部分に限る。)及び第二項 (第一号から第二号までに係る部分に磯る。)、 第二十

三条、第二十日条、第二十五条.第三十六祭第四項 (第二十七条第二項において準用する場合を含む。)、 第二十八乗から第四十条まで、

第四十一条 く指定障害者支援協段及び指定相議支援事業者の指定に係る部分に限る。)、 第四十二条 〔指定障害者支援協骰齢の設置者及び

指定相蹟支援事業者に係る部分に限る。)、 第四十四条、第四十五祭、第四十六条第―衷 (指定相讚支援事業者に係る部分に限る。)及び

第二項、第四十七条、第四十′ヽ条第二項及び第四項、第四十九祭第二項及び第二項並びに同条第四項から第七項まで (指定障害者支援協設

等の設置者及び指定相蹟支援事業者に係る部分に限る。)、 第二十祭第三項及び第四裏、第二十一祭 (指定障害者支猥施設及び指定相嵌支

援事業者に係る部分に限る。)、 第七十条から第七十二条まで、第七十三条、第七十四条第二項及び第七十五条 《歯養介離医森及び基準酸

当虚養介醸医機に係る部分に限る。)も 第二章第四節、第三津、第四章 (障害福社サービス事業に係る部分を除く。)、 第二章、第九十二

条第二号 (サービス利用計口作成貴、特定障害者特別綸付費及び特例特定障害者特周輪付■の支綸に係る部分に限る。)、 第二号 (森養介

醸医森貴及びと準麟当歯養介離医艘費の支補に係る部分に諷る。)、 第二号及び第四号、第九十三条第二号、第九十日条第一項第二号 (第

九十三条第二号に係る部分に眼る。)及び第二項、第九十五条第一項第二号 (第九十二条第二号に係る部分を除く。)及び第二項第二号、

第九十六条、第百十条 (サービス利用計田作成費、特定障害者特閉綸付貴、特例特定障害者特用惜付貴、は養介醸医虚費、と隼敵当凛養介

護■藤貴及び補装具貴の支輪に係る部分に限る。)、 第百十一条及び第百十三崇 (第四十八条第一頭の規定を同条第二項及び第四項におい

て隼用する場合に係る部分に限る。)とびに第百十四条並びに第百十五条第一項及び第二項 (サービス利用計画作成貴、特定障害者特用輪

付費、特例特定障害者特周綸付貴d森養介慶医藤貴、基準隣当腺養介醸医療負及び補義具資の支輪に係る部分に限る。)並びに路則第十八

条から第二十三条まで、第■十六条、第二十条から第二十三条まで、第二十五条、第三十九条から第四十三条まで、第四十六条、第四十′ヽ

崇から第五十条まで、第五十二条、第五十六条から第六十条まで、第六十二祭、第六十五条、第六十八条から第七十条まで、第七十三条か

ら第七十七条まで、第七十九条、第八十―条、第′ヽ十三条、第八十二条から第九十条まで、第九十二祭、第九十三条、第九十五条、第九十

六条、第九十八条から第百条まで、第百五条、第百′ヽ条、第百十条、第百十二彙、第百十三条及び第百十五条の嬢定 平成十八年十月―ロ

《田則の適用に関する経過措■)

第百三十一崇 この法律の施行前にした行ム及びこの附則の規定によりなお健前の例によることとされる場合におけるこの法律の施行後にし

た行うに対する罰則の適用については、なお往前の例による。

(その他の経過措置の政令への妻任)

第百三十二崇 この附則に規定するもののlよか、この法律のね行に伴い必要な経過構Eは、政令で定める。

腑 則  (平成―八年六月七日法律第五三号)抄
(協行朗口)

第一条 この法律は、平成十九年四月―口から協行する。

酷 則  (平成一九年六月一日法律第七三号) 抄

(施行期日)

第一条 この法律は、平成二十年四月一日から施行する。

(検討)

第二条 政府は、この法律の施缶伐三年以内に、児童虐待の防止等を目りこ児童の権利利とを擁臨する担点かられ権に係る日産の見直しについ

て検討を行い。その情果に基づいて必要な措置をBずるものとする。

2 政府は、児童虚待を受けた児童の社会的養置に田し、里親及び児童養醸協設等の量的強充に係る方策、児童養臓協殿等における虐待の防止

を含む児童養監施設等の運営の質的向上に係る方策、児童養厳れ設等に入所した児童に対する教育及び自立の支援の夏なる売実に係る方策そ

の他必要な事項について選やかに検討を行い、その結果に基づいて必要な構置を隣するものとする。

附 用  (平成二0年一二月三口法律第八五号)抄
(施行期日)

第一条 この法律は、平成二十一年四月…口かられ行する。

附 則  (平成二三年二月二五日法律第五三号)

この法律は、新非鵬事件手儀法の協行の日から協行する。

附 則  (平成二四年′ヽ月ニニロ法律第六七号)抄
この法律は、子ども・子育て支援法の施行の日かられ行する。ただし、次の各号に掲げる損定は、当隣各号に定める日かられ行する。

と 第二十五条及び第七十二条の嬢定 公布の日

附 則  (平成三八年六月一三日法律第六九号) 抄

(湾行期日)

第一祭 この法律は、行取不服春と法 (平成二十六年法律第六十八号)のれ行の日かられ行する。

(経過措置の原則)
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第二条 行政庁の処分その他の行占又は不作れについての不置申立てであつてこの法律の施行前にされた行取庁の処分その他の行為又はこの法

律の上行前にされた申隣に係る行政庁の不作れに係るものについては、この附則に特別の定めがある場合を除き、なお徒前の例による。

(訴酸に口する経過措置)

第六条 この法律による改正前の法律の規定により不置申立てに対する行政庁の議決、決定その他の行れを経た後でなければ訴えを提爆できな

いこととされる事項であつて、当散不鳳申立てを提起しないでこの法律の施行前にこれを提起すべき朗間を経過したもの (当触不服申立てが

他の不服申立てに対する行取庁の歳決、決定その他の行れを経た後でなければ握起できないとされる場合にあっては、当麟他の不服申立てを

提起しないでこの法律の施行前にこれを提爆すべき期間を経過したものを含む。)の訴えの提理については、なお生前の例による。

2 この法律の経定による改正前の法律の規定 く前条の嬢定によりなお健前の例によることとされる場合を含む。)により異鵬申立てが提起き

れた処分その他の行うであつて、この法律の規定による改正後の法律の規定により審査睛求に対すると決を経た後でなけれは取消しの訴えを

機起することができないこととされるものの取消しの訴えの提起については、なお従前の例による。

3 不鳳申立てに対する行政庁の議決、決定その他の行ムの取消しの訴えであつて、この法律の協行前に提起されたものについては、なお健前

の傷による。

(Π則に関する経過措置)

第九条 この法律のね行前にした行為土びに附則第二索及び前二崇の規定によりなお健前の例によることとされる場合におけるこの法律の協行

後にした行為に対する罰則の適用については、なお縫前の例による。

(その他の経過措置の政令への委任)

第十条 耐則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に田し必要な経過措E(罰則に関する経過措置を含む。)は、政令で定

める。

附 則  (平成二八年六月三日法律第六三号)抄
くれ行期日)

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日から埼行する。ただしも次の各号に褐げる規定は、当散各号にためる日から祐行する。
一 第一条のうち児童福社法の日次の改正規定、同法第―条の改正撰定、同法第二条に第一項及び第二項として二項を加える改正耀定、同法

第一章中第六節を第七節とし、第二節を第六節とする改正規定、同章第四節を同章第二節とする改正経た、同法第十条第一環の改正耀定、

同法第十―条第―項に―号を加える改正嬢定、同章第二節を同章第四節とする改T経定、同章第二節を同章第二節とする改正服定i同法第

六条の三第四項の改正規定、同法第一章中第一節を第二節とし、同節の前に一節を加える改正規定、同法第二十三索第T項、第二十六条第

一環第二号、第二十七崇第一項第二号、第二十三条第一項及び第二項、第二十三条の二第一項及び第二項、第二十三条の二の二第―項並び

に第二十三条の三第一項の改正規定、同法第二章第六節中第二十三条の九の次に一条を加える改正規定並びに同法第二十三条の十、第二十

三条の十四第二項及び第二十六条第四項の改正規定。第四集中母子及び父子並びに事帰福社法第二条の二第一項の改正規定、第二集中母子

保健法第二崇第二項の改正規定並びに第六条中児童虐特の防止等に関する法律第四条第一項及び第七項、第A条第二項こ第十条第一項、第

十一条第工項及び第四項、第十二条の二、第十二条の三、第十四条第―項並びに第十五崇の改正規定並びに腑則第四条.第A条及び第十七

条の規定並びに附則第二十一条中日家暇晴特川区増法 (平成二十五年法律第百七号)第十二条の四第一項及び第八項の改正規定 (同条第―

項及び第八項中「第一章第六節Jを「第一章第七節Jに改める部分に限る。) 公布の日

二 第一条の経定 (前号に掲げる改正規定を除く。)、 第二条の規定 (売春防止法第二十五彙第四項を開る改正損定を除く。)及び第六条の

経定 (同号に掲げる改正規定を除く。)並びに酷則第九崇の規定、睛則第十八条中子ども・子育て支援法 (平成二十四年法律第六十五号)

附則第六条第二項の改正規定及び附則第二十一条の規定 (前号に掲げる改正規定を除く。) 平成二十八年十月一日

く検H等 )

第二条 政府は、この法律の協行俊違やかに、児童の福社の増造を目る観点から、特別養子機組日産の利用促通の在り方について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を購ずるものとする。

2 政府は、この法律の施行後退やかに.児童福社法第六条の三第′ヽ項に経定する要保護児童 て次項において「要保臨児童Jと いう。)をと切

に保慶するための措置に係る手横における歳壻所の口与の在り方について、児童虐待の実態を詢来しつつ検討を加え、その結果にとづいて必

要な措置をBずるものとする。

3 政府は、この法律の協行俊三年以内に、児童福臓所の業務の在り方、第一条の規定による改正後の児童福社法第二十五条第一項の規定によ

る要保度児童の通告の在り方、児童及び妊産婦の福社に関する業務に従事する者の資質の向上を国るための方策について検討を加え、その結

果に基づいて必要な指■を隣ずるものとする。

4 政府は、前三項に定める事項のほか、この法律の歯行俊二年を目造として、この法律による改正後のそれぞれの法律のれ行の状況等を詢案

しも改正後の各法律の経定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を出するものとする。

第三条 政府は、この法律の施行俊五年を目造として、地方自治法 (昭和三十二年法律第六十七号)第二百五十二条の二十二第一項の中検市及

び特周区が児童相議所を設置することができるよう、その設置に係る支援その他の必要な措置を講ずるものとする。

(田則に日する経過措置)

第七条 この法律の協行前にした行れに対するコ則の適用についてはこなお牲前の例によると

(その他の経過措置の政令への委任)

第A条 この附則に規定するもののほか、この法律の協行に伴い必要な経過指E(田則に関する経過措置を含む。)は、政令で定める。

附 則 《平成二九年六月ニーロ法律第六九号) 抄

(協行期日)

第一条 この法律は、公布の日から涅算して―年を超えない範囲内において政令でためる日から協行する。ただし、附則第三彙の規定は、公布

の日から施行する。

(その他の経過措置の政令への委任)

第三条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。

(検討)

第四条 政府は、この法律の施行機三年を目造として、児童相酸所の体日のと常の状況、家底議名所の日与の下での児童福社法第六条の三第八

項に嬢定する晏保護児童を通切に保護するために部道府県及び児童相隣所が採る措置の実施状況その他のこの法律による改正後のそれぞれの

法律のね行の状況等を出案し、この法律による改正後のそれぞれの法律の掘定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置をBずる

ものとする。
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